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（２）歳出（別表５，９参照） 

イ．概要 

平成２６年度一般会計の歳出決算額は１８５億１，３５９万２千円で、予算現額１９７億４，６

３１万円に対し、９３．８％の執行率である。 

翌年度繰越額は７億７，３３１万９千円で、そのすべてが繰越明許費繰越額となっている。した

がって、予算執行残額から翌年度繰越額を差し引いた不用額が４億５，９３９万９千円となってい

る。 

決算額のうち前年度に比べて減少した主なものは、教育費３０億８万４千円（５７．１％）、諸

支出金１５億７，４０７万８千円（９１．２％）、土木費３億１，８９９万１千円（１８．６％）、

衛生費２億２，８６５万１千円（９．０％）、農林水産業費１億７，１１１万円（１３．２％）で

あり、増加した主なものは、民生費７億７，６４０万６千円（１４．８％）、総務費１億９，７４

２万３千円（１１．７％）である。 

概ね予算に即した執行がされていたことを認めた。決算額を性質別に区分すると次のとおりであ

る。 

性 質 別 決 算 額 比 較 表 

決　算　額  構成比 決　算　額  構成比

千円  　　 % 千円  　　 % 千円

2,674,214 14.5 2,563,762 11.2 110,452

2,266,119 12.2 2,235,182 9.8 30,937

235,035 1.3 184,935 0.8 50,100

3,171,714 17.1 2,971,763 13.0 199,951

4,635,188 25.0 5,194,615 22.7 △ 559,427

12,982,270 70.1 13,150,257 57.5 △ 167,987

2,137,753 11.6 5,504,977 24.1 △ 3,367,224

4,673 0.0 7,629 0.0 △ 2,956

2,142,426 11.6 5,512,606 24.1 △ 3,370,180

1,802,004 9.7 1,780,051 7.8 21,953

152,183 0.8 137,261 0.6 14,922

299,000 1.6 1,259,900 5.5 △ 960,900

1,135,709 6.2 1,023,762 4.5 111,947

18,513,592 100.0 22,863,837 100.0 △ 4,350,245合　　　　　計
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消費的経費は後年度に形を残さない性質の経費である。投資的経費はその支出の効果が資本形成

に向けられるもので、施設等ストックとして将来に残るものに対して支出される経費である。 

歳出科目は１４款に区分されており、その構成及び予算の執行状況は次のとおりである。 

 ロ．議会費 

議    会    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

178,107,000 176,412,822 0 1,694,178 99.0 1.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億７，２１７万１千円に比較すると４２４

万２千円（２．５％）の増加である。 

 ハ．総務費 

総    務    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,956,442,000 1,879,470,905 22,300,000 54,671,095 96.1 10.2 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１６億８，２０４万８千円に比較すると１億

９，７４２万３千円（１１．７％）の増加である。 

 これは主に、賦課徴収費が２，９６２万５千円（３３．９％）、参議院議員選挙費が１，８５１

万６千円（皆減）、戸籍住民基本台帳費が１，５０８万円（１８．９％）、それぞれ減少したものの、

一般管理費が７，５５４万６千円（８．８％）、諸費が５，５８６万６千円（８１１．７％）、企画

費が５，１１０万５千円（４５．９％）、それぞれ増加したためである。 

 また、不用額５，４６７万１千円は、主に賦課徴収費で法人市民税還付対象件数及び還付金額の

減により償還金利子及び割引料７０６万１千円、市民参画推進費でふるさと創造会議運営交付金の

交付請求地区数が当初計画を下回ったこと等により負担金、補助及び交付金３３９万３千円、財産

管理費で緊急修繕等が不用になったため需用費３１０万９千円が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額２，２３０万円は、一般管理費、企画費、市民参画推進費等の繰越によるも

のである。 

人口増施策として、種々の補助、減免措置等が実施されているが、費用対効果の観点からも、各々

の施策の必要性を十分に精査し、今後の継続実施や新たな施策の導入に努められたい。 

また、播磨国風土記１３００年記念事業は、平成２７年度をもって一応終了するものと見られる

が、数年に相当額の資金を投入した当該事業が、今後の加西市の文化的水準の向上や、市の活性化

に繋げられるように努められたい。 
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ニ．民生費 

民    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

6,382,762,000 6,032,804,221 81,584,000 268,373,779 94.5 32.6 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額５２億５，６３９万８千円に比較すると７億

７，６４０万６千円（１４．８％）の増加である。 

 これは主に、健康福祉会館費が４，０２８万９千円（３７．２％）、扶助費が２，３９２万３千

円（６．９％）、学童保育費が１，８６２万９千円（２２．１％）、それぞれ減少したものの、児童

福祉総務費が２億３，１６５万５千円（４７４．０％）、児童福祉施設費が１億７，９１７万７千

円（３９．２％）、社会福祉総務費が１億４，８８５万５千円（１２．２％）、それぞれ増加したた

めである。 

 また、不用額２億６，８３７万４千円は、主に社会福祉総務費で国民健康保険給付費及び後期高

齢者医療給付費、介護給付費の減により特別会計への繰出金が減になったこと等により繰出金１億

２，７９７万４千円、福祉医療費で医療費助成の減より扶助費３，８８４万３千円、生活保護費で

入院等に係る医療扶助受給者が見込みを下回った等により扶助費２，０１０万円が不用になったも

のである。 

なお、翌年度繰越額８，１５８万４千円は、福祉医療費、老人福祉費の繰越である。 

 ホ．衛生費 

衛    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,358,391,000 2,325,981,553 0 32,409,447 98.6 12.6 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２５億５，４６３万３千円に比較すると２億

２，８６５万１千円（９．０％）の減少である。 

 これは主に、予防費が９２７万８千円（９．８％）、し尿処理費が８８２万２千円（５．１％）、

保健衛生総務費が６５７万７千円（０．７％）、それぞれ増加したものの、塵芥処理費が１億６，

２７８万８千円（３２．２％）、生活排水対策費が６，８５９万４千円（１１．４％）、健康推進対

策費が３，０２３万円（３６．０％）、それぞれ減少したためである。 

 また、不用額３，２４０万９千円は、主に予防費で予防接種件数が見込みを下回ったため委託料

８９７万１千円、し尿処理費で衛生センター修繕費抑制により需用費３８４万円が不用になったも

のである。 
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ヘ．労働費 

労    働    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

204,150,000 193,428,362 8,204,000 2,517,638 94.7 1.0 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億９，７１５万円に比較すると３７２万２

千円（１．９％）減少している。これは、労働諸費が減少したためである。 

なお、翌年度繰越額８２０万４千円は、ふるさとハローワーク運営事業等に係る労働諸費の繰越

によるものである。 

 ト．農林水産業費 

農  林  水  産  業  費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,185,313,000 1,122,184,431 43,632,000 19,496,569 94.7 6.1 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１２億９，３２９万４千円に比較すると１億

７，１１１万円（１３．２％）の減少である。 

 これは主に、農業総務費が１，３６４万７千円（９．８％）、地籍調査事業費が８７２万２千円

（２４．５％）、林業振興費が７２２万３千円（４６．０％）、それぞれ増加したものの、農地費が

１億４，５１３万円（３７．３％）、国営かんがい排水関連事業費が６，５０４万円（２９．８％）、

それぞれ減少したためである。 

 また、不用額１，９４９万７千円は、主に農地費で新規就農事業の確定により負担金、補助及び

交付金１，０６８万円、同じく農地費で有害鳥獣駆除事業の確定により委託料２５８万２千円が不

用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額４，３６３万２千円は、農地費、地域農政推進対策事業費の繰越によるもの

である。 

 チ．商工費 

商    工    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

505,141,000 450,397,511 52,400,000 2,343,489 89.2 2.4 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額５億３，３７１万３千円に比較すると８，３

３１万６千円（１５．６％）の減少である。 

 これは主に、商工振興費が９，５３２万９千円（１９．８％）減少したためである。 

 なお、翌年度繰越額５，２４０万円は、共通商品券事業補助等に係る商工振興費の繰越によるも

のである。 
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 リ．土木費 

土    木    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,488,177,000 1,395,492,674 83,802,000 8,882,326 93.8 7.5 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１７億１，４４８万４千円に比較すると３億

１，８９９万１千円（１８．６％）の減少である。 

 これは主に、宅地造成対策費が２，２９３万４千円（皆増）、橋梁維持費が１，００４万４千円

（８１４．８％）、都市下水費が８６３万５千円（１．４％）、それぞれ増加したものの、道路新設

改良費が２億６，９９２万７千円（５８．２％）、住宅管理費が３，１６２万１千円（４５．４％）、

土木総務費が２，６９４万６千円（１６．０％）、それぞれ減少したためである。 

 なお、翌年度繰越額８，３８０万２千円は、道路新設改良費、河川改良費などの繰越によるもの

である。 

 ヌ．消防費 

消    防    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

728,127,000 727,441,529 0 685,471 99.9 3.9 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額６億９，４８０万４千円に比較すると３，２

６３万８千円（４．７％）の増加である。 

 これは主に、消防施設費が１，４９６万９千円（８０．１％）減少したものの、常備消防費が３，

９５９万１千円（６．６％）、非常備消防費が８９２万５千円（１１．４％）増加したためである。 

 ル．教育費 

教    育    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,780,574,000 2,251,118,064 481,397,000 48,058,936 81.0 12.2 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額５２億５，１２０万２千円に比較すると３０

億８万４千円（５７．１％）の減少である。 

 これは主に、社会教育総務費が２，３８５万４千円（４１．５％）、公民館費が１，３８８万８

千円（２４．１％）、図書館費が１，１６６万６千円（８．０％）、それぞれ増加したものの、中学

校費の学校管理費（以下「学校管理費（中）」という。）が１５億８，９９６万８千円（８２．７％）、

小学校費の学校管理費（以下「学校管理費（小）」という。）が８億７，３５９万４千円（５６．６％）、

給食施設運営費が４億１，５３０万３千円（７２．２％）、それぞれ減少したためである。 

 不用額４，８０５万９千円は、主に入札差金により学校管理費（中）で工事請負費１，６６３万
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２千円、学校管理費（小）で委託料３４３万４千円が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額４億８，１３９万７千円は、学校管理費（小）、史跡公園管理費の繰越によ

るものである。 

 ヲ．災害復旧費 

災  害  復  旧  費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

5,000,000 4,673,160 0 326,840 93.5 0.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度の支出済額７６２万９千円に比較すると、２９５万６

千円（３８．７％）減少している。 

 これは、農業施設災害復旧費が２９５万６千円（３８．７％）減少したためである。 

 ワ．公債費 

公    債    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,802,350,000 1,802,003,973 0 346,027 100.0 9.7 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１７億８，００５万１千円に比較すると２，

１９５万３千円（１．２％）の増加である。 

 支出済額のほとんどが市債償還元金と利子である。 

 一般会計の前年度末における未償還元金は１６９億７，８３２万３千円であり、これに当年度借

入金額１８億６，４６０万円を加え、この合計額から当年度元金償還額１６億５２５万５千円を差

し引いた額１７２億３，７６６万７千円が当年度末未償還元金である。 

 カ．諸支出金 

諸  支  出  金 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

152,187,000 152,183,064 0 3,936 100.0 0.8 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１７億２，６２６万１千円に比較すると１５

億７，４０７万８千円（９１．２％）の減少である。 

 これは主に、平成２５年度の土地開発公社解散・清算等の費用が１５億８，９００万円（皆減）

減少したためである。 

 支出の主なものは、財政調整基金費１億８２３万５千円、ふるさと応援基金費３，２４６万円で

ある。 
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 ヨ．予備費 

予   備   費 

議決予算額 充用額 不用額 充当率 

円 円 円 ％ 

20,000,000 411,000 19,589,000 2.1 

 当年度における予備費の充用件数は１件で、１，９５８万９千円が不用額となっている。 


